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１．研 究 目 的 

 本研究は、先駆的事例へのインタビューを通して知的障害者の結婚生活（子どもあり含

む）の実態（以下「結婚支援」とする）とそれに対する支援について明らかにすることを

目的とする。『障害者白書』及び「平成 23 年生活のしづらさなどに関する調査」によれば、

知的障害者は他の障害種別よりも施設入所率が高く、地域生活においては親との同居率が

非常に高いという特徴がみられた。すなわちわが国の知的障害者にとって地域で自らの家

族を形成して生活を営むことは稀有なことであるといえよう。先行研究からはこの原因に

親族や職員の無理解が挙げられている。  

しかしながら、先行研究によれば知的障害者の結婚願望は強く、また先進諸国では知的

障害のある親の子育て支援に関しての研究も盛んに行われるようになってきている。特に

この傾向は国連における障害者権利条約の批准を契機として強まってきたと言えよう。障

害者権利条約では、第２３条で障害者の婚姻及び家庭生活の権利が謳われている。わが国

も今後は障害者権利条約の趣旨に則り、障害者、特に困難が予測される知的障害者の結婚

や子育てに関する支援を充実させていくことが求められよう。本報告はその実現に向け現

状を明らかにする調査研究の一部である。  

 

２．研究の視点および方法 

本研究に関わる調査は 2010 年から継続して行われてきた。本報告ではこのうち 2013 年

及び 2017 年に行ったインタビュー調査を対象とする（現在進行中）。 

研究の視点として生活構造論と生活の資源を援用する。生活構造論は、生活を日常的な

プロセスと、変動を受け止め、それを日常化する、二つのプロセスが交差する動態的なも

のとして捉える。さらにこれらのプロセスは生活の資源という、二種類 6 つの要素（構造

的資源：住宅、お金、労働力、編成資源：時間、情報、アイデンティティ）で構成され、

これらの資源は資源の管理者によって管理によってされる。調査結果をこの研究の視点に

従い、【住宅】【経済状況】【家族介護・社会サービス】【時間】【情報】【アイデンティティ】、

生活変動として＜結婚に至るまで＞＜結婚時＞＜結婚してから＞の大枠に分け、特に今回

は中核的な役割を担っている資源の管理者役割に着目して分析する。 

調査対象者の選定は先行研究によって明らかとなった先駆的実践を行っている事業所
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を介して行われている。インタビューは同意を得て録音し、のちに逐語禄を作成し、繰り

返し読み全体を把握して先の枠組に沿って整理している。 

 

３．倫理的配慮 

 インタビュー調査を実施するにあたり、調査対象者に調査の趣旨と内容の説明を行い、

誓約書と同意書を取り交わした。インタビューの録音及び遂語録作成については調査対象

者の同意を得たうえで実施している。また、調査対象者の個人情報の保護に努めるととも

に、個人が特定されないよう特段の配慮を行う旨説明し、退席の自由についても言及して

いる。なお本研究は東京家政大学研究倫理委員会の承諾を得て実施されている。 

 

４．研 究 結 果 

調査は継続中で、本概要は暫定的結果となる。また紙面が限られるため、一部となる。 

調査を依頼した事業所は４か所、インタビューに応じた夫婦数は１９組３３名であった。 

年齢は２０代３名（M１、F２）、３０代８名（M５、F３）、４０代１０名（M４、F６）、

５０代１１名（M７、F４）、６０代５名（M２、F３）。年齢差が比較的大きい夫婦は９歳

差１組（上：男）、１０歳差２組（上：男女１組ずつ）、１１歳差１組（上：男）、１７歳差

２組（上：男女１組ずつ）。障害の程度は軽度３５名（身体障害を含む者２名）、中度２名

（共に女）であった。子どもは９名（A＝２名、B＝３名、C=４名、D=０名 男３名、女

６名 小学生以下４名、小学生３名、中学生１名、成人１名）であった。  

 知り合ったきっかけは１９組中通勤寮が１１組、職業訓練センター２組、入所施設４組、

職員紹介の見合い１組、その他見合い１組で施設等関係が１８組であった。結婚に際し夫

または妻のどちらかの親族の反対があったのは１９組中８組（母、姉、兄、伯父）で、内

１組は年齢差のためであった。双方祝福を受けたとはっきり述べたのは１組で、その他心

配で職員の説得を必要としたのが１名、他界等親族関係がなかったのは１２名であった。 

 

５．考 察 

 年齢差が大きい夫婦が割合として多く、年齢にとらわれず、相手を選択している可能性

が示唆される。また知り合ったきっかけを見ると、福祉施設が圧倒的に多く、この時点で

の施設及び職員の対応が重要な影響力を与えているといえよう。結婚時の親族の反応から

は、結婚を祝福するというよりは望まない、反対するという点で先行研究同様の結果とな

った。また結婚の時点で親族関係がない場合も３割で、親族がいないことで結婚が可能に

なったとも考えられる。すなわち、結婚に際しての職員の対応、事業所のバックアップは

非常に重要であり、先駆的実践を行っている事業所としては当然の結果ではあるが、改め

てその実践の意義が明らかとなった。 
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